２０２０年１１月１６日
岐阜県知事
古　田　　　肇　様
岐阜県労働者福祉協議会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　長　髙　田　勝　之
要　　請　　書

平素は岐阜県労働者福祉協議会の諸活動にご理解とご協力を賜り厚く御礼申し上げます。
当協議会は、県本部と県下６支部により組織し、会員をはじめ多くの働く仲間や労働福祉事業団体（東海労働金庫・こくみん共済coop岐阜推進本部・岐阜県勤労福祉センター）と連携して、勤労者福祉の向上と地域・社会に貢献することを目的とした活動を進めております。

つきましては、以下の内容について要請いたしますので、特段の御配慮をいただきますようお願い申し上げます。

要　請　内　容
１．地方におけるＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の推進について
（１）ＳＤＧｓの優先課題である誰一人取り残さない社会の実現に向けて、各部局の横断的な連携はもとより、市町村、企業、各種団体とも連携し、経済、社会、環境などの各分野で同時に課題解決をはかり、持続可能で魅力ある地域づくりに向けての積極的な取り組みをお願いする。
２．コロナ禍での緊急住宅政策について
（１）経済状況が改善するまで県営住宅での家賃減免制度を継続いただくとともに、「改正住宅セーフティネット法」にもとづく、「セーフティネット住宅」について、住宅確保要配慮者の方々に広く情報提供を行うようお願いする。
３．格差の是正・貧困のない社会に向けたセーフティネットの強化について
（１）「改正生活困窮者自立支援法」で努力義務化された就労準備支援事業、家計改善支援事業については２０２１年度までの集中的な取り組み期間において両事業が完全に実施されるよう働きかけをお願いする。
また、任意事業である子どもの学習・生活支援事業、一時生活支援事業の実施率を高め、全体的な底上げに向けた働きかけをお願いする。
（２）「改正生活困窮者自立支援法」により都道府県による市等への支援事業が創設され努力義務化されたことを受けて、県として市等の職員に対する研修、事業実施体制の支援、市域を超えたネットワークづくりなどの支援をお願いする。
とりわけ、家計改善支援など専門性が求められる事業については、優良事例等の紹介など完全実施に向けた支援をお願いする。
（３）「改正子どもの貧困対策法」により、県のみならず市町村においても子どもの貧困対策計画の策定が努力義務とされたが、県内では２０２０年６月現在で１６市町での策定にとどまっていることから、引き続き市町村に対する働きかけをお願いする。
　　　また、子どもたちに食事や居場所を提供する「子ども食堂」への運営支援や補助事業の拡充をお願いする。

（４）相次ぐ虐待死や後を絶たない児童虐待問題への対応を強化するため、親権者などによる体罰を禁止する「改正児童虐待防止法」と児童相談所の体制強化を定めた「改正児童福祉法」が２０２０年４月から一部を除き順次施行されることから、この改正法にもとづき児童虐待の実態把握、体制の強化、関係機関の連携などの施策の推進をお願いする。
４．被災者支援と防災・減災の取り組みについて
（１）「改正災害基本法」で義務付けられている自治体における避難行動要支援者名簿については、県内すべての市町村で作成されてきたところであるが、この改正法で推奨している名簿を活用した実効性のある個別避難計画がすべての市町村で作成され、災害発生時に避難行動要支援者の生命を守るという重要な目的を達成するため、市町村に対する働きかけをお願いする。
（２）内閣府は、自然災害が発生した場合の被害については、自助と共助が基本であり、それを公助で支援するという考え方を示し保険や共済への加入を推進している。
内閣府の試算では、火災保険・共済の加入率８２%に対し、水災補償ありの保険・共済の加入率６６%、地震補償ありの保険・共済の加入率４９%と自然災害の保険・共済の加入率は極めて低いものとなっている。
こうした自然災害の際に住宅を補償するための保険・共済に加入することで被災者の早期の生活再建につながることから一層の啓発活動をお願いする。
５．消費者・県民の安全・安心の取り組みについて
（１）消費者庁の「地方消費者行政強化作戦２０２０」において、高齢者、障がい者、認知症等により判断力が不十分となった方の消費者被害を防ぐための「消費者安全確保地域協議会」について、県内人口カバー率５０％以上という政策目標が設定されたところであるが、現在県内では４市（岐阜市、大垣市、本巣市、各務原市）で３７％にとどまっていることから、既存のネットワークや会議体の活用、広域的な設置も含めて、目標達成に向けた働きかけをお願いする。
（２）消費者被害が増える一方で、一部の消費者による過剰な要求、暴言、暴力等の悪質なクレームの問題やＳＮＳ等による風評被害の問題も深刻なものとなっている。
消費者・労働者（事業者）双方の権利を守る観点から、消費者と事業者の良好かつ健全なコミュニケーションを促進するよう消費者に向けた普及・啓発の対応やクレーム・風評被害に対する相談対応も進めていただくようお願いする。
（３）２０１８年施行の「ギャンブル等依存症対策基本法」に基づき、２０１９年には「ギャンブル等依存症対策推進基本計画」が策定されたところである。
その基本計画に基づき、ギャンブル等依存対策が多重債務対策にもつながり、多重債務の相談窓口とギャンブル等依存症に関する相談窓口の連携が図られるよう、具体的な連携方法や相談実施方法を整理したマニュアル（ギャンブル等依存症が疑われる方やその家族からの多重債務問題に係る相談への対応に際してのマニュアル）を踏まえ、窓口の連携強化について進めていただくようお願いする。
以上
